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令和２年度「山梨県子供・若者育成支援強調月間」実施要綱 

～輝く未来 育て支えて 見守って～ 

                     

１ 趣 旨 

子供・若者は、親等の家族にとっても、社会にとっても、大きな可能性を秘めたかけがえのない

存在であり、全ての子供・若者が、自己肯定感を育み、自己を確立し、社会との関わりを自覚し、

自立した個人として健やかに成長するとともに、明るい未来を切り拓いていくことが期待されてい

る。  

政府においては、平成２８年２月に「子供・若者育成支援推進大綱」を策定し、その中で、子供・

若者の育成支援を、家庭を中心として、行政、学校、企業、地域等、社会全体で取り組むべき課題

と位置付け、全ての子供・若者が健やかに成長し、全ての若者が自立・活躍できる社会の実現を目

指すこととしている。  

しかしながら、子供・若者に関して、依然、支援を必要とするニート、ひきこもり、不登校など

の社会生活を円滑に営む上で困難を有する子供・若者の問題や、少年非行、いじめの問題、児童虐

待、児童ポルノや児童買春を始め子供が被害者となる事件など社会全体で取り組まなければならな

い問題がある。 

また、現在の新型コロナウイルス感染症対策に伴う社会経済活動の様々な制約から、子供・若者

を取り巻く環境に閉塞感や孤立感が生じ、子供・若者の健やかな成長に様々な影響を与えている。  

これらの多様で複合的な問題の解決には、行政、子供・若者の育成支援に関わる諸団体等が専門

の垣根を越えて連携協力するとともに、地域住民一人一人の取組・参加を促すことにより、子供・

若者を孤立させず、地域全体で支えていく社会を築くことが重要であるとの認識に立ち、 １１月を

「全国子供・若者育成支援強調月間」（以下「強調月間」という。）とし、同時期に行われる関連の

広報・啓発活動とも連携しながら期間中に子供・若者育成支援のための諸事業、諸活動を集中的に

実施することにより、県民の子供・若者育成支援に対する理解を深めるとともに、各種活動への積

極的な参加を促し、県民運動の一層の充実と定着を図ることとしている。 

本県においても、これに呼応し「山梨県子供・若者育成支援強調月間」として、次により取り組

むこととする。 

なお、活動に当たっては、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年３月 

２８日新型コロナウイルス感染症対策本部決定）に基づき、新型コロナウイルス感染症まん延防止

に努めるとともに、地域の実情に応じた効果的な活動を行うこととする。 

 

２ 期 間 

令和２年１１月１日（日）から３０日（月）までの１か月間 

 

３ 実施主体 

山梨県青少年総合対策本部、（公財）山梨県青少年協会 青少年育成山梨県民会議事業実行委員会、 

青少年育成カウンセラー会、市町村青少年総合対策本部、青少年育成市町村民会議及び青少年育成

関係諸団体 
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４ 取り組むべき課題 

（1） 重点事項 

本年度の重点事項として、相互に関係する次の５項目を設定する。行政、子供・若者の育成支援に

関する諸団体においては互いに連携と交流を深めつつ、更に地域の企業等を巻き込んで、地域の子供・

若者の問題解決に積極的に取り組むことが期待される。 

ア 若者の社会的自立支援の促進 

子供が健やかに成長し、次世代を担う若者が自立して、主体的に活躍していくことができるよう、

以下の取組を推進する。 

①  教育、福祉、保健・医療、就労、少年非行関係等の専門機関が、それぞれの専門性を活かしつ

つ、ニート、ひきこもりなどの予防に資する講座等の実施を通じ、関係機関相互の連携を深める

ことにより、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子供・若者に対して個々の状況に応じた個

別的・継続的な相談・支援を効果的に行うとともに、その特性を生かした就学・就労等に結びつ

けることができるよう、地域における伴走型の子供・若者支援の体制作り等の取組を推進する。 

同時に、「座間市における事件の再発防止策について」（平成２９年１２月１９日座間市におけ

る事件の再発防止に関する関係閣僚会議決定。以下「本関係閣僚会議決定」という。）や令和４年

に予定されている成年年齢の引き下げも踏まえ、子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律

第７１号）並びに本県の「やまなし子供・若者育成指針」等に基づき、子ども・若者総合相談セ

ンターの設置等体制の整備・強化を推進する。 

また、本関係閣僚会議決定において「メール・ＳＮＳ等インターネットを活用した相談体制の

導入・充実を推進する」とされたことから、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）

（以下「ＳＮＳ」という。）を活用した相談事業への取組状況や有効な相談技術等について広く情

報共有を行うとともに、ＳＮＳを活用した相談、助言等の取組を試行し、その結果を県・市町村・

民間団体等に共有するなどして、ＳＮＳ等インターネットを活用した相談体制の整備・充実を推

進する。 

②  子供・若者が、同世代や異世代との多様な人間関係を経験しながら、社会的自立に必要な主体

性や協調性等を育むことができるよう、地域での多様な活動の機会を充実させるとともに情報提

供に努め、子供・若者及び地域住民の参加の促進を図る。 

また、企業においては、仕事を持つ親がその子供との関わりを深めることができるよう配慮す

るとともに、地域活動への参加を積極的に評価し、その促進に向けて配慮する。 

③  キャリア教育・職業教育の推進に係る学校、企業、関係行政機関等の連携強化及び社会全体の

共通理解の確立・促進を図る。 

④  子供・若者が国際社会の一員としての役割や責任を自覚し、広い視野と豊かな国際感覚を育む

ため、国際理解を深めるための学習機会の提供や異文化交流活動を推進する。 

 

イ 子供を犯罪や有害環境等から守るための取り組みの推進 

児童ポルノの製造、児童売春等の子供の性被害防止に係る対策、子供の安全確保の取り組み、有害

環境への適切な対応、いじめの未然防止と早期対応、ストーカー事案への対策など、地域社会が一体

となった取り組みを推進する。 

(ｱ) 子供の性被害防止 
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① 「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）」（平成２９年４月１８

日犯罪対策閣僚会議決定）に基づき、被害の予防・拡大防止、被害児童の保護・支援等の取組を

推進する。 

② 子供や保護者を始めとする社会全体に対して、同プランに基づき、「子供への性被害を絶対に許

さない」という意識を高めるための広報啓発活動を積極的に実施する。 

(ｲ) 子供の安全確保の取り組み 

① 「登下校防犯プラン」（平成３０年６月２２日登下校時の子供の安全確保に関する関係閣僚会議

決定）等も踏まえ、学校、警察、自治体等の関係機関や子供・若者育成に係る各種団体等が連携

し、地域が一体となって登下校時における総合的な防犯対策を強化するなど、子供の安全確保の

ための取り組みを推進する。 

② 遊具、遊び場やスポーツ施設を始め、子供の周辺にある各種の機器について安全点検を行い、

適切な保守に努めるとともに、管理責任者や関係業界等と連携して、けが等の未然防止に努める。 

③ 「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」（令和元年６月１８日昨今の事故情勢を踏ま

えた交通安全対策に関する関係閣僚会議決定）による「未就学児を中心に子供が日常的に集団で

移動する経路の安全確保」に関する施策及び交通安全教育、安全運転の励行、飲酒運転の根絶等、

交通安全に関する諸活動とも連携して、子供の安全確保のための対策を推進する。 

(ｳ) 有害環境への適切な対応 

① 「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（平成２０

年法律第７９号）（以下「青少年インターネット環境整備法」という。）及び「青少年が安全に安

心してインターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計画（第４次）」（平

成３０年７月２７日子ども・若者育成支援推進本部決定）に基づき、子供と低年齢層の子供の保

護者も対象に、子供のインターネットの適切な利用に関する教育及び啓発活動の推進、機器・接

続環境等を問わないフィルタリング等の青少年保護に係る取組の推進、県・市町村・民間団体等

の連携強化等の関連施策を着実に実施する。また、平成３０年２月に改正法が施行された青少年

インターネット環境整備法及び令和２年７月に改正条例が施行された青少年保護育成のための環

境浄化に関する条例を踏まえ、携帯電話販売事業者等に対して、青少年確認義務、説明義務、有

効化措置義務等の徹底を周知する。 

ＳＮＳに起因する子供の犯罪被害が多発していることに鑑み、利用者、特に保護者に対してウェ

ブサイトやアプリケーションを利用する上での危険性並びにフィルタリングの有効性及び設定方

法についてその仕組みとともに周知徹底する。 

② 図書やＤＶＤ等の販売店・レンタル店等の事業者に対して、有害図書・ソフトの区分陳列、店

員が容易に監視できる場所への配置、子供へ販売、貸付けをしないこと等、山梨県青少年保護育

成条例に基づく対策の徹底を指導するとともに、その状況の調査・点検を実施する。また、イン

ターネットカフェ、漫画喫茶、カラオケボックス等の事業者に対して、子供の深夜の立入制限の

措置を要請する。  

また、子供の性に着目した形態の営業の実態及び危険性について、子供や保護者に対し周知啓発

を行うとともに、事業者に対して青少年の福祉を害する違法行為がなされないよう、関係法令の周

知徹底を図るなど必要な働きかけを行う。 

さらには、酒類やたばこを入手できない環境の整備を図るため、小売店における身分証明書など

による年齢確認の徹底等、効果的な取組を促進する。また、飲酒や喫煙の健康に及ぼす影響につい
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て正しく伝え、未成年者の飲酒及び喫煙の０を目指す。 

③ 学校における薬物乱用防止教育の充実を図るとともに、あらゆる機会を通じて薬物乱用防止に

関する広報啓発活動を推進する。特に若者による大麻の乱用が増加していることから、覚醒剤や

危険ドラッグと同様にそれらの危険性や有害性等に関する正しい知識の普及を図る。 

(ｴ) いじめの未然防止と早期対応 

① 学校と教育委員会が日頃から児童生徒の状況を把握し、いじめの兆候を見逃すことなく、迅速

かつ適切な対応を行う。また、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号）の趣旨も踏ま

え、県、市町村、学校、地域住民、家庭その他の関係者の連携の下、いじめの未然防止、早期発

見・早期対応のため、なお一層の取組を行うとともに、いじめの未然防止、早期発見・早期対応

のための気運を醸成する。 

② 学校及び各種相談機関において、いじめについて安心して相談できる環境を整備し、子供に向

けて、大人にいつでも相談するよう呼び掛けるとともに、相談事案に応じて関係機関が連携した

迅速な対応が取れる仕組みの整備を推進する。 

③ 保護者、ＰＴＡを始め、青少年団体、スポーツ団体や各種ボランティア団体等が連携し、仲間

との連帯感や協調性、思いやりの心やフェアプレーの精神などを育むための体験活動等の充実を

図る。 

(ｵ) ストーカー事案への対策 

ストーカー事案の被害者にも加害者にもならないよう、警察、教育機関等の関係機関が連携して、

防犯教室等様々な機会を捉え、ストーカー行為等の被害の実態、具体的事例、予防・対応方法及び

被害に遭った際の相談窓口等について積極的な広報啓発及び教育啓発を推進する。 

 

ウ 子供の貧困対策の推進 

第１９８回国会において、子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成２５年法律第６４号）が改

正され、令和元年９月７日に施行された。当該法改正の趣旨は、子供の現在及び将来に向けた対策で

あることを明記し、また、各施策を子供の状況に応じ包括的かつ早期に講ずること、さらに、市町村

に対して貧困対策計画を策定する努力義務を課すこと等である。 

こうした法改正の趣旨を踏まえ、令和元年１１月新たな「子供の貧困対策に関する大綱」を閣議決

定した（令和元年１１月２９日閣議決定）。現在から将来にわたって、全ての子供たちが前向きな気持

ちで夢や希望を持つことのできる社会の構築を目指し、県・市町村・民間団体等の密接な連携の下に、

子供の貧困対策を総合的に推進する。 

また、官公民連携プロジェクトである「子供の未来応援国民運動」の下、積極的な情報発信・啓発

活動等を行い、県民の幅広い理解と協力を得ることにより、引き続き同国民運動を県民運動として展

開していくこととする。 

 

エ 児童虐待の予防と対応 

児童虐待については、児童相談所における相談対応件数が年々増加しており、重篤な事例も発生す

るなど、深刻な状況が続いている。こうした現状に対応するため、昨年来、「児童虐待防止対策の強化

に向けた緊急総合対策」（平成３０年７月２０日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）、「児童

虐待防止対策体制総合強化プラン」（平成３０年１２月１８日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連

絡会議決定）、「児童虐待防止対策の抜本的強化について」（平成３１年３月１９日児童虐待防止対策に
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関する関係閣僚会議決定）などの対策を講じた。また、第１９８回通常国会では、児童虐待防止対策

の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律が成立し、令和２年４月から施行された。今

後、これらに基づき、親権者等による体罰の禁止、職員の増員や資質の向上等児童相談所の体制強化、

児童相談所の設置促進、関係機関間の連携強化等について、着実に実施する。 

「児童虐待防止推進月間」では、国民一人一人が児童虐待問題への理解を一層深め、その未然防止

や早期発見などの取組が社会全体で進められるよう体罰によらない子育ての推進や児童相談所虐待対

応ダイヤル１８９（いちはやく）の周知を含め、広報啓発活動を実施する。 

 

オ 生活習慣の見直しと家庭への支援 

食育の推進、生活時間の改善等により、子供の生活習慣の見直しに取り組むととともに、家庭への

支援の充実に努める。 

①  子供が生涯にわたって健康で豊かな人間性を育み、「健やか山梨２１（第 2 次）」「山梨県口腔

の健康づくり推進計画」「第３次食育推進基本計画」に基づき、子供やその保護者の食に対する

関心と理解が深まるよう食育を推進する。また、食事のマナーや挨拶習慣など食や生活に関する

基礎の習得ができ、コミュニケーションや豊かな食体験にもつながるよう、家族や友人等と家庭

や地域において一緒に食卓を囲む「共食」について新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の

ための「新しい生活様式」を踏まえながら推進に努める。 

②  スマートフォンを始めとするインターネット接続機器等との過剰な接触時間を見直し、家族と

の直接的コミュニケーション時間を増やすほか、インターネット利用に関する親子間でのルール

作りや「早寝早起き朝ごはん」国民運動など家庭等で日々の生活習慣を見直す取組を推進する。 

③  保護者が家庭の重要性を認識し、家庭でのしつけの在り方や親の役割などについて知ることが

できるよう、情報の提供、広報啓発活動の充実に努める。 

④  新たに策定された「少子化社会対策大綱」（令和２年５月２９日閣議決定）も踏まえ、子育て

家庭の多様なニーズに応じて、全ての子育て家庭が、平常時・非常時を問わず、それぞれが必要

とする支援にアクセスでき、安全かつ安心して子供を育てられる環境の整備を推進する。 

 

（2） その他 

児童の権利に関する条約に係る広報啓発活動の推進 

子供・若者育成支援の取組が児童の権利に関する条約（平成６年条約第２号）に示されている児童

の権利の尊重及び確保の促進の観点を踏まえ、適切に推進されるよう、同条約に係る広報啓発活動を

推進し、正しい知識の普及を図る。 

 

５ 実施事項 

県は、月間中に子供・若者育成支援に対する意識が広く県民の間で醸成されるよう、関係機関に対

し、次に掲げる活動等の積極的な展開を要請する。 

なお、活動等の展開に当たっては、地域の子供・若者関係諸団体等のネットワークを活用し、子供・

若者の参加と協力を得ることについて特に配慮しつつ、広く家庭、学校、地域住民、企業、民間団体

及び関係機関が連携した取組が活発に展開されるよう十分な連絡調整に努める。 

（1） 広報啓発活動 

① ポスター、リーフレット、啓発物品等の作成・配布 
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② 広報誌（紙）、インターネット・ホームページ・ＳＮＳへの掲載 

③ 懸垂幕、横断幕、電光掲示板等の掲出 

④ 街頭キャンペーン活動の実施 

（2） 各種行事等の開催 

① 大会、シンポジウム等の開催 

② 研修会、講習会の開催 

③ 青少年保護育成巡回活動、環境浄化活動等の実施 

④ ボランティア活動、体験教室等子供・若者の社会参加活動の実施 

（3） 顕彰等の実施 

① 社会貢献活動を行った子供・若者、子供・若者育成支援に貢献し顕著な功績のあった個人・団体等        

に対する表彰 

② 絵画、標語等各種コンクール入賞者に対する表彰及び作品等の展示 


